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本日の評価方法等について 

（第二部会） 

 

 

１ 評価の対象 

平成 27 年度終了の事項立て研究課題の事後評価 

    ※事項立て研究課題：国総研が自ら課題を設定し、研究予算(行政部費）を確保し

実施する研究課題 

 

２ 評価の目的 

  「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」、「国

土交通省政策評価基本計画」等に基づき、公正かつ透明性のある研究評価を行い、評

価結果を研究の目的、計画の見直し等に反映することを目的としている。 

 

３ 評価の視点 

研究課題毎に、必要性、効率性、有効性の観点を踏まえ、「研究の実施方法と体制

の妥当性」「目標の達成度」について事後評価を行います。 

【必要性】科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等 

【効率性】計画・実施体制の妥当性等 

【有効性】目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、 

人材の育成等 

 

評価にあたっては、研究開発課題の目的や内容に応じ、研究課題毎に初期、中期、

後期のステージに振り分け、それぞれの段階に応じて、以下の重視すべき点を踏まえ

た評価を行います。 

   （初期：革新性、中期：実効性や実現可能性、後期：普及・発展に向けた取組） 

 

４ 進行方法 

当部会が担当となっている研究課題毎に評価を行います。 

（１）評価対象課題に参画等している委員の確認 

評価対象課題に参画等している委員がいる場合、対象の委員は当該研究課

題の評価には参加できません。 

（該当課題）・なし 

 

（２）研究課題の説明（約 15 分） 

研究内容、必要性・効率性・有効性の観点等からの説明 

 

（３）研究課題についての評価（約 20 分（評価シートの記入時間を含む）） 

    ① 欠席の委員から事前に伺っている意見等の紹介（事務局） 

② 主査及び各委員により研究課題について議論 

  ※ 意見については「評価シート」に逐次ご記入下さい。 

③ 審議内容、評価シート及び事前意見をもとに、主査に総括を行っていた

だきます。 

 

５ 評価結果のとりまとめ及び公表 

評価結果は審議内容、評価シート及び事前意見をもとに、後日、主査名で評価結果

としてとりまとめ、議事録とともに公表します。 

なお、議事録における発言者名については個人名を記載せず、「主査」、「委員」、
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「事務局」、「国総研」等として表記するものとします。 

 

（参考）研究評価委員会分科会（１２月、１月開催）の開催日程  
○第６回 国総研研究評価委員会分科会（第一部会） 於：TKP 神田ビジネスセンター 

平成２９年 １ 月２４日（火）  １３：００～１７：３０  

        

●第５回 国総研研究評価委員会分科会（第二部会） 於：三田共用会議所 

平成２８年１２月１６日（金） １０：００～１２：００  

 

○第４回 国総研研究評価委員会分科会（第三部会） 於：三田共用会議所 

平成２８年１２月１５日（木） １０：００～１２：００  
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研究概要書：地域の住宅生産技術に対応した省エネルギー技術の評価手法に関する研究 
 

研 究 代 表 者：住宅研究部長 福山 洋 
関 係 研 究 部：住宅研究部 
研 究 期 間：平成２５年度～平成２７年度 
総 研 究 費：約４４百万円 
技術研究開発の段階：中期段階 

 
 
１．研究開発の概要 

住宅の省エネルギー基準はこれまで主として断熱性能のみが評価されてきたが、断熱性

能以外にも日射熱の利用、地域産材の活用など、地域の住宅生産技術に対応した省エネル

ギーに資する技術は多く、それらの大部分は戸建て在来木造の新築着工数の大部分（約６

割）を占める、地方の中小の大工・工務店が担っている。２０１２年度の省エネルギー基

準の改正では、省エネ性能の評価指標として断熱性能にエネルギー消費性能が加わり、こ

れらの技術が評価される枠組みが整備されたが、個々の技術に対する具体的な評価手法に

ついてはほとんど未整備である。そこで、２０２０年までに予定されている住宅の省エネ

ルギー基準の義務化を見据え、既往の学術的知見を活用して中小の大工・工務店等におい

ても評価可能な評価手法（基準）の開発を行った。 

 
 
２．研究開発の目的・目標 
現行の基準で主に評価されている躯体の断熱性能に加えて、現状では評価されていない

省エネルギー技術について省エネルギー基準で評価できるように、既往の学術的知見を活

用しながら評価手法を開発・整備する。 

 
 
３．自己点検結果 
（必要性） 
２０２０年度までに、省エネルギー基準が義務化されるため、住宅生産の約４割を占め

る在来木造工法の省エネ化が喫緊の課題であり、地域の大工・工務店が担う地域の気候風

土に適した多様な省エネルギー技術が活用できない。 

 
 

（効率性） 
エネルギー計算のモデル化・基礎的実験については、これまでの国総研の技術検討や学

会等における既往の知見を最大限に活用し、評価における妥当な与条件の作成や計算の簡

易化、住宅生産の現場の実状に応じた入力情報の簡易化などに人的資源を集中させた。 

 
 
 
●研究の実施体制 

 調査、解析は、モデル化や基礎的実験などは可能な限り既往の知見を活用し、解析は建

研・大学等と連携して実施。 
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 結果を国総研にて取りまとめ、本省住宅局と情報交換し基準原案及び支援ツール作成。 

 

 
●研究の年度計画と研究費配分 

 

年度計画と研究費配分 

区分 

（目標、テーマ、分野等） 

実施年度 
総研究費 
約４４ 

［百万円］ 

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 研究費配分 

住宅生産の地域性による省エネルギー対策推進

上の課題の抽出 

   約１０ 

［百万円］ 

地域の住宅生産技術に対応した地域条件の分析

及び整理 

   約 ６ 

［百万円］ 

省エネルギー化に伴い付随する課題の整理 
   約 ５ 

［百万円］ 

地域の住宅生産技術の省エネルギー効果の評価 
   約２３ 

［百万円］ 

 

（有効性） 
地域性（気候）に応じた地域の住宅生産技術が適正に評価でき、地域の特性を活かした

省エネルギー技術を用いた設計が可能となり、地域性を反映した省エネルギー住宅の普及

が進み、省エネルギー化が促進される。さらに、これまで大学等の学識経験者のみ評価可

能であった省エネルギー性能の評価技術を大工・工務店等における設計実務者が利用可能

となり、省エネルギー分野における学術的知見を社会へと反映させることができる。 

 
４．今後の取り組み 
省エネ基準等への施策および計算プログラムへの反映。 

 国総研資料の公表及び設計ガイドライン改訂時に反映し、成果の情報発信を行う。 
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目
標
の
達
成
度
＞

◎
：
十
分
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目
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で
き
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。
　
○
：
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き
た
。
　
△
：
あ
ま
り
目
標
を
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成
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き
な
か
っ
た
。
　
×
：
ほ

と
ん
ど
目

標
を
達

成
で
き
な
か

っ
た
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研 究 名 
地域の住宅生産技術に対応した省エネルギー技術の評価手法に関

する研究 

 

欠席の委員からのご意見 

 

○戸建て在来木造の新築着工数の大部分を占める、地方の中小の大工・工務店に対して省エ

ネルギー技術の評価を可能とするための重要な研究であり、自己評価の通り、「地域の住

宅生産技術の省エネルギー効果の評価」並びに「地域の住宅生産技術に対応した地域条件

の分析及び整理」共に、所期の目標を十分達成していると認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象課題に対する事前意見 
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